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第 1 健全化判断比率の審査 

1  審査の概要 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項の規定に基づき審査に付された

令和元年度決算に係る数値等を基に算定された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率及び将来負担比率(以下「健全化判断比率」という。)並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について、愛知県監査委員監査基準に準拠して審査を実施した。 

(1) 審査の項目 

  健全化判断比率 

(2) 審査の着眼点 

ア  健全化判断比率の算出過程に誤りはないか。 

イ  算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であるか。 

 (3) 審査の実施内容 

    知事から提出された令和元年度決算に係る数値等を基に算定された健全化判断比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、その内容を聴取するなどの方

法により、上記 2つの着眼点に主眼を置き、慎重に審査を行った。 

2  健全化判断比率の概要 

健全化判断比率は、次のとおり、いずれの指標も早期健全化基準未満である。 

区分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

％ ％ ％

実質赤字比率 
― 

(―) 
3.75 5 

連結実質赤字比率 
― 

(―) 
8.75 15 

実質公債費比率 
13.7 

(13.7) 
25 35 

将来負担比率 
187.3 

(190.1) 
400  

(注) 1 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、比率は「―」で表示する。 

2 ( )は前年度の比率を示す。 

3 早期健全化基準及び財政再生基準の数値は、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律施行令で定められた数値である。 

なお、健全化判断比率の各比率の詳細は、以下のとおりである。 
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(1) 実質赤字比率 

実質赤字比率は、実質収支額が黒字であり、算定されない。 

会計名 
実質収支額

(A)－(B)－(C)

歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

翌年度に繰り

越すべき財源

(C) 
千円 千円 千円 千円

① 一般会計 29,704,127 2,504,765,988 2,467,551,267 7,510,594

② 一般会計等に属する特別会計 806,596 763,961,180 761,754,012 1,400,572

・ 公債管理特別会計 0 719,453,213 719,453,213 0

・ 証紙特別会計 399,576 21,896,320 21,496,744 0

・ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 0 204,549 141,845 62,704

・ 中小企業設備導入資金特別会計 0 3,768,254 2,819,411 948,843

・ 就農支援資金特別会計 0 225,275 207,726 17,549

・ 県有林野特別会計 70,151 809,628 739,477 0

・ 林業改善資金特別会計 0 177,316 55,668 121,648

・ 沿岸漁業改善資金特別会計 0 264,301 14,473 249,828

・ 県営住宅管理事業特別会計 336,869 17,162,324 16,825,455 0

③ 一般会計等 

(①＋②) 
30,510,723 3,268,727,168 3,229,305,279 8,911,166

④ 標準財政規模 1,370,065,804

実質赤字比率 

(③／④) 

％

― 

(前年度の比率) 
％

(―) 

(注) 1 実質収支額が黒字の場合は、実質赤字比率は「―」で表示する。 

2 標準財政規模の額には、臨時財政対策債発行可能額を含んでいる。 
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(2) 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、連結実質収支額が黒字であり、算定されない。 

会計名 
実質収支額

(A)－(B)－(C)

歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

翌年度に繰り

越すべき財源

(C) 
千円 千円 千円 千円

① 一般会計等以外の特別会計

のうち公営企業に係る特別会

計以外の特別会計 

・国民健康保険事業特別会計 

16,152,627 576,854,262 560,701,635 0

会計名 
資金剰余額 

(A)－(B) 

流動資産等の額

(A) 

流動負債等の額

(B) 
千円 千円 千円

② 公営企業に係る特別会計

(地方公営企業法適用企業) 
29,943,269 158,022,181 128,662,096

・県立病院事業会計 68,038 5,783,268 5,715,230

・水道事業会計 14,032,653 20,636,094 6,603,441

・工業用水道事業会計 8,991,921 12,621,197 3,629,276

・用地造成事業会計 0 107,136,482 107,719,666

・流域下水道事業会計 6,850,657 11,845,140 4,994,483

(注) 1 用地造成事業会計の流動負債等の額(B)には、土地造成等経費に係る企業債残高 

(95,084,000 千円)を含んでいる。 

2 資金剰余額(A)－(B)が負の数であっても、資金不足額がない場合には、「0」で表示

する。 

会計名 
資金剰余額

(A)－(B)－(C)

歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

翌年度に繰り

越すべき財源

(C) 
千円 千円 千円 千円

③ 公営企業に係る特別会計

(地方公営企業法非適用企業) 

・港湾整備事業特別会計 

290,421 3,998,952 3,707,853 678

④ 一般会計等 30,510,723

⑤ 連結実質収支額 

(①＋②＋③＋④) 
76,897,040

⑥ 標準財政規模 1,370,065,804

連結実質赤字比率 

(⑤／⑥) 

％

― 

(前年度の比率) 
％

(―) 

(注) 連結実質収支額が黒字の場合は、連結実質赤字比率は「―」で表示する。 
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(3) 実質公債費比率 

実質公債費比率は 13.7％であり、早期健全化基準(25％)未満である。 

区分 令和元年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

千円 千円 千円

① 県債の元利償還金 207,459,270 212,014,102 216,011,622

② 準元利償還金 172,148,350 173,249,277 168,116,112

③ 基準財政需要額に算入された

公債費及び準公債費の額 
226,277,544 230,732,352 226,094,686

④ 標準財政規模 1,370,065,804 1,345,868,316 1,360,097,870

実質公債費比率(単年度) 

((①＋②－③)／(④－③)) 

％

13.4
％

13.9 
％

13.9 

実質公債費比率(過去 3か年平均)
％

13.7
％

13.7 
％

13.6 

(4) 将来負担比率 

将来負担比率は 187.3％であり、早期健全化基準(400％)未満である。 

区分 金額 前年度比較増減

千円 千円

① 将来負担額 6,085,494,436 Δ17,928,484

ア 一般会計等に係る県債の現在高 5,468,959,180 12,845,950

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 80,548,347 Δ16,588,827

ウ 一般会計等以外の特別会計に係る県債の償還

に充てるための一般会計等からの繰入れ見込額
102,774,737 Δ1,161,636

エ 名古屋港管理組合の起債の償還に係る県の負

担見込額 
26,919,958 Δ593,384

オ 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見

込額 
385,830,382 Δ9,410,395

カ 設立法人の負債額等に係る一般会計等負担見

込額 
20,461,832 Δ3,020,192

(ｱ) 愛知県道路公社 0 0

(ｲ) 名古屋高速道路公社 0 0

(ｳ) 愛知県土地開発公社 0 0
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(ｴ) 第三セクター等 4,535,370 Δ385,674

(ｵ) 制度融資等 15,926,462 Δ2,634,518

キ 受益権を有する信託に係る一般会計等負担見

込額 
0 0

ク 設立法人以外への貸付金に係る一般会計等負

担見込額 
0 0

ケ 連結実質赤字額 0 0

コ 組合の連結実質赤字額に係る一般会計等負担

見込額 
0 0

② 県債の償還額等に充当可能な基金の残高 985,878,380 19,612,375

③ 県債の償還額等に充当可能な特定の歳入 63,439,622 Δ4,789,524

④ 県債の償還等に要する経費として基準財政需要額

に算入されることが見込まれる額 
2,892,853,112 Δ56,138,691

⑤  標準財政規模 1,370,065,804 24,197,488

⑥  基準財政需要額に算入された公債費及び準公債費

の額 
226,277,544 Δ4,454,808

将来負担比率 

((①－②－③－④)／(⑤－⑥)) 

％

187.3

(前年度の比率) 
％

(190.1) 

なお、主な項目の内訳は、以下のとおりである。 

① 将来負担額の内訳 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額の内訳 

事項 将来負担額 前年度比較増減

千円 千円

産業労働センター整備・運営事業契約 3,584,202 Δ322,413

国営土地改良事業負担金 1,198,049 Δ790,361

水資源機構営事業負担金 70,659,076 Δ6,367,750

公共用地先行取得契約 5,107,020 578,205

道路事業用地購入 0 Δ9,686,508

合計 80,548,347 Δ16,588,827
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ウ 一般会計等以外の特別会計に係る県債の償還に充てるための一般会計等からの繰

入れ見込額の内訳 

会計名 将来負担額 前年度比較増減

千円 千円

県立病院事業会計 16,954,394 1,230,099

水道事業会計 1,405,018 142,649

工業用水道事業会計 1,494,531 121,778

流域下水道事業会計 82,298,119 Δ2,252,896

港湾整備事業特別会計 622,675 Δ403,266

合計 102,774,737 Δ1,161,636

カ 設立法人の負債額等に係る一般会計等負担見込額の内訳 

(ｴ) 第三セクター等の内訳 

法人名 
損失補償

付債務額
算入率 将来負担額 前年度比較増減

千円 ％ 千円 千円

公益財団法人愛知臨海環境整備センター 14,445,000 10 1,444,500 Δ292,500

愛知県住宅供給公社 30,908,700 10 3,090,870 154,795

一般財団法人愛知県私学振興事業財団 ― ― 0 Δ247,969

合計 4,535,370 Δ385,674

(注) 算入率は、法人の経常損益及び純資産による判定又は法人の損失補償付債務の元利償 

還費に対する県の補助金・貸付金の割合等による判定から、5段階評価で判定した結果 

に基づくものである。 

② 県債の償還額等に充当可能な基金の残高の内訳 

基金名 充当可能基金残高 前年度比較増減

千円 千円

財政調整基金 95,376,094 Δ14,830,409

減債基金 838,092,107 33,115,885

国際交流事業推進基金 1,572,739 Δ121,551

環境保全基金 612,363 Δ104,562

文化振興基金 10,226,422 Δ51,599

地域福祉基金 9,000,000 0

福祉推進整備基金 7,579,869 2,434

中山間ふるさと・水と土保全基金 431,872 Δ2,763
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科学技術振興基金 2,500,000 0

社会資本整備等推進基金 3,915,502 1,257

産業廃棄物適正処理基金 1,309,248 174,494

あいち森と緑づくり基金 831,229 231,654

産業空洞化対策減税基金 10,936,279 423,519

障害者福祉減税基金 1,337,511 Δ33,516

愛知県名古屋飛行場等見学者受入拠点施設展示物整

備基金 
51 1

子どもが輝く未来基金 59,935 30,025

展示会産業振興基金 761,321 761,321

森林環境譲与税基金 31,212 31,212

美術品等取得基金 1,304,626 Δ15,027

合計 985,878,380 19,612,375

3 審査の結果 

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の内容を審査した結果は

次のとおりであり、健全化判断比率は、いずれの指標も早期健全化基準未満であることを

認めた。 

(1) 健全化判断比率の算出過程に誤りはないことを認めた。 

(2) 算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であることを認 

めた。  

  実質公債費比率は、令和元年度単年度では、地方交付税算定上の税収の増加に伴う標準

財政規模の増加や、公債費に準ずる債務負担行為等の減少などにより元利償還金等が減少

したことを主な要因として、前年度に比べて低下したが、3 か年平均では同じ比率となっ

た。 

 将来負担比率は、地方交付税算定上の税収の増加に伴う標準財政規模が増加したことを 

主な要因として、前年度と比べて低下した。 

新型コロナウイルス感染症の影響により県税収入を取り巻く環境は大変厳しい状況にあ 

るが、今後とも、あいち行革プラン 2020 に基づく行財政改革の取組を着実に実施するとと

もに、財政の健全化に努められるよう要望する。 



―8― 

第 2 資金不足比率の審査 

1 審査の概要 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定に基づき審査に付された

令和元年度決算に係る数値等を基に算定された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類について、愛知県監査委員監査基準に準拠して審査を実施した。 

(1) 審査の項目 

  資金不足比率 

(2) 審査の着眼点 

ア  資金不足比率の算出過程に誤りはないか。 

イ  算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であるか。 

 (3) 審査の実施内容 

    知事から提出された令和元年度決算に係る数値等を基に算定された資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、その内容を聴取するなどの方

法により、上記 2つの着眼点に主眼を置き、慎重に審査を行った。 



―9― 

2 資金不足比率の概要 

資金不足比率は、いずれの会計も資金不足額が生じていないため、算定されない。 

会計名 
資金不足比率 

(A)／(B) 

資金不足額 

(A) 

事業の規模 

(B) 

公営企業に係る特別会計(地方公営企業法適用企業) 

％ 千円 千円

・県立病院事業会計 
― 

 (―) 
0 30,835,344

・水道事業会計 
― 

(―) 
0 28,748,611

・工業用水道事業会計 
― 

(―) 
0 12,765,621

・用地造成事業会計 
― 

(―) 
0 219,106,912

・流域下水道事業会計 
― 

(―) 
0 11,670,668

公営企業に係る特別会計(地方公営企業法非適用企業) 

・港湾整備事業特別会計 
― 

(―) 
0 1,273,189

(注) 1 資金不足額がない場合は、資金不足額は「0」で、資金不足比率は「―」で表示する。 

2 ( )は前年度の比率を示す。 

3 事業の規模は、営業収益等に相当する額(用地造成事業会計にあっては、資本及び負

債の額)である。 

4 資金不足比率に係る経営健全化基準の数値は 20％であり、この数値は、地方公共団

体の財政の健全化に関する法律施行令で定められた数値である。 

なお、資金不足額の詳細は、以下のとおりである。 
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 (1) 公営企業に係る特別会計(地方公営企業法適用企業) 

会計名 

資金不足額

(B)＋(C)－

(A)（－(D)）

流動資産等

の額 

(A) 

流動負債等

の額 

(B) 

建設改良費等以

外の経費に係る

企業債の現在高

(C) 

解消可能 

資金不足額

(D) 

千円 千円 千円 千円 千円

県立病院事業会計 0 5,783,268 5,715,230 0 ― 

水道事業会計 0 20,636,094 6,603,441 0 ― 

工業用水道事業会計 0 12,621,197 3,629,276 0 ― 

用地造成事業会計 0 107,136,482 12,635,666 0 ― 

流域下水道事業会計 0 11,845,140 4,994,483 0 ― 

(注) 1 資金不足額がない場合((B)＋(C)－(A)(－(D))≦0 である場合)は、資金不足額は「0」

で表示する。 

     2  解消可能資金不足額(D)は、(B)＋(C)－(A)＞0 である場合に算入する。 

(2) 公営企業に係る特別会計(地方公営企業法非適用企業) 

会計名 

資金不足額

(B)＋(C)＋(D)

－(A)（－(E)）

歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

翌年度に繰り

越すべき財源

(C) 

建設改良費等

以外の経費に

係る県債の現

在高(D) 

解消可能 

資金不足額

(E) 

千円 千円 千円 千円 千円 千円

港湾整備事業

特別会計 
0 3,998,952 3,707,853 678 0 ― 

(注) 1  資金不足額がない場合((B)＋(C)＋(D)－(A)(－(E))≦0 である場合)は、資金不足額

は「0」で表示する。 

   2  解消可能資金不足額(E)は、(B)＋(C)＋(D)－(A)＞0 である場合に算入する。 

3 審査の結果 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の内容を審査した結果は次

のとおりであり、資金不足比率は、経営健全化基準未満であることを認めた。 

(1) 資金不足比率の算出過程に誤りはないことを認めた。 

(2) 算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であることを認 

めた。 
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(参 考) 

地方財政健全化法の各比率の対象範囲 

一般会計 

一般会計等に属する特別会計 

・公債管理特別会計 

・証紙特別会計 

・母子父子寡婦福祉資金特別会計 

・中小企業設備導入資金特別会計 

・就農支援資金特別会計 

・県有林野特別会計 

・林業改善資金特別会計 

・沿岸漁業改善資金特別会計 

・県営住宅管理事業特別会計 

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る 

特別会計以外の特別会計 

・国民健康保険事業特別会計 

公営企業に係る特別会計(地方公営企業法適用企業) 

・県立病院事業会計 

・水道事業会計 

・工業用水道事業会計 

・用地造成事業会計 

・流域下水道事業会計 

公営企業に係る特別会計(地方公営企業法非適用企業) 

・港湾整備事業特別会計 

一部事務組合 

・名古屋競輪組合、愛知県競馬組合、名古屋港管理組合 

地方公社・第三セクター等 

・愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、愛知県土地開発公社 

・ (公財)愛知臨海環境整備センター、愛知県住宅供給公社 

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率






